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我が国における東京への人口一極集中は，世界的に見ても類を見ないほどに進行している．人口の一極

集中については長年にわたり是正の必要性が唱えられてきた．一極集中の是正を図るためには，一極集中

が生じる要因に関する実証的知見が必要である．国際比較に基づく既往の研究から，一極集中の一要因と

して「インフラ整備水準の低さ」が挙げられており，また国内ではインフラ整備の東京圏への集中が一極

集中を招いているとの指摘があるものの，前者は全般的な整備水準のみを扱っており，また後者は定量的

分析が不十分である． 

そこで本研究では，道路を中心としたインフラ整備の空間的分布の偏りが，人口の一極集中を引き起こ

しているか否かを定量的に検証する．結果，国内外のデータから，インフラ整備の偏在が人口集中を引き

起こす可能性が示唆された． 

 

     Key Words: overconcentration of population , centralization of population,  urban giantism, centrali-

zation of infrastructure 

 

 

1. 背景と目的 

我が国では戦後，バブル崩壊後の一時期を除き，継続

して首都圏(東京都，埼玉県，千葉県，神奈川県，群馬

県，栃木県，茨城県，山梨県の 1 都 7 県)への人口流入

が続いている．1960 年代の高度経済成長期には，農山

漁村地域から都市地域に向けての人口流動が起きたこと

から，首都圏だけでなく大阪圏や名古屋圏においても年

間数万～数十万人の転入超過であった．しかしながら

1970 年代に入ると，大阪圏及び名古屋圏の転入超過数

はそれぞれ±3 万人程度に限られ，以後首都圏の肥大化

が進行することとなる．現状，人口減少が進行している

我が国において，人口が増加しているのは 7 都県のみ

（2017年度）であり，そのうち 4都県が首都圏となって

いる 1)．さらに，これほどまでに人口の一極集中が進行

している国は世界的に見ても稀である．我が国の人口の

一極集中は，人口の一極集中度（最大都市圏人口/国内

総人口）においてG20に属する 19か国（EUは国ではな

いため除く）中 2位と，先進国の中でもトップクラスに

進行している（表-1参照）．また，1960年以降の G7の

人口の一極集中度の推移を見ても，日本のみ上昇を続け

ていることが見て取れる（図-1参照）．以上の事実から，

我が国における東京への人口一極集中は，他国と比較し

ても相対的に甚だしいことが明白である． 

 

表-1  G20各国の人口一極集中度ランキング 2)3) 

国名 人口の一極集中度 総人口（人）
1 アルゼンチン 34.97% 43,847,430
2 日本 30.03% 126,994,511
3 サウジアラビア 20.26% 32,275,687
4 韓国 19.08% 51,245,707
5 オーストラリア 18.82% 24,127,159
6 トルコ 18.07% 79,512,426
7 南アフリカ 17.20% 55,908,865
8 カナダ 16.76% 36,286,425
9 メキシコ 16.59% 127,540,423
10 フランス 16.33% 66,896,109
11 イギリス 15.90% 65,637,239
12 ブラジル 10.26% 207,652,865
13 ロシア 8.49% 144,342,396
14 イタリア 6.17% 60,600,590
15 アメリカ 5.76% 323,127,513
16 ドイツ 4.33% 82,667,685
17 インドネシア 4.01% 261,115,456
18 インド 2.00% 1,324,171,354
19 中国 1.78% 1,378,665,000  
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図-1  G7各国の人口の一極集中度の経年変化 2)3)
 

 

 このように，東京への人口の一極集中が進行している

我が国においては，一極集中問題解消に向けた議論が

度々なされ，国土計画にも反映されてきた．1962 年に

は「地域間の均衡ある発展」を掲げた全国総合開発計画

が策定され，その後 1969 年には新全国総合開発計画，

1977 年には第三次全国総合開発計画，1987 年には第四

次全国総合開発計画が策定され，各計画において大都市

への人口集中を背景に，地方分散を目標の 1つとして掲

げてきた 4)．また 1990年頃にはバブル景気による地価の

高騰や災害やテロによる都市機能喪失リスクを背景に，

首都機能移転に関する議論が活発になった例えば 5)6)．しか

しながら，全国総合開発計画に代わって国土計画として

1998 年に策定された「21 世紀の国土のグランドデザイ

ン」においては「大都市の活性化」を初めて打ち出し，

以後，過去の一連の全国総合開発計画において掲げられ

てきた「集中の是正」という国土形成の方針は，次第に

後退することとなる 7)8)
 ． 

 国土計画レベルにおいて過去，人口等の一極集中の是

正を目指してきたにもかかわらず東京への人口集中が進

行する背景には，一極集中による利点の存在が挙げられ

る．典型的な議論として例えば，企業や人口等の一極集

中による「集積の経済」の存在の指摘が多数なされてい

る例えば 9) 10) 11)．集積の経済とは，「複数の産業が特定の地

域に集中立地することによって，各機能の産出量が増加

する 9)」ことであり，具体的には労働力市場の巨大化や

労働力の多様化，消費財市場の巨大化，またフェイス・

トゥ・フェイスによる異種企業間取引の効率化などによ

り経済合理性が向上することである．こうした集積の経

済をはじめとした経済合理性の存在により，人口等の一

極集中を抑制すべきではない 12)13 )，ひいては東京へヒ

ト・モノ・カネを集中させて東京の国際競争力を高めな

ければ地方にお金が回らず，我が国が沈んでしまう 10)，

といった論調も存在する． 

 しかしながら，そもそも人口の過度の集中は経済的メ

リットに乏しいといった指摘 8)11)や，定量的な分析の結

果，人口規模の大きな首都を持つよりも第二階層都市

（最大都市に次ぐ規模の都市および都市群）の経済パフ

ォーマンスを向上させた方が国家としての経済力強化に

つながる 14)といった指摘もなされている．そもそも，過

去の国土計画において人口，企業等の東京一極集中の是

正を目指してきたのは，一極集中による様々な弊害が現

実に目立って観察されてきたからに他ならない．例えば，

過度の一極集中は混雑コストや住宅コストの増大，職住

の遠隔化等による外部不経済がもたらす「集積の不経

済」を伴う可能性が指摘されている．また，地価，物価

の上昇に伴う都市内格差の拡大や文化，文明の衰退を伴

う可能性も指摘されている例えば 15)16) 17)18  )19) 20 )． 

 さらに最も致命的な影響として，災害に対するリスク

や国防上のリスクの増大が挙げられる 21) 22) 23)．2011年に

発生した東日本大震災においては，東京圏においても帰

宅困難者の大量発生や電力不足による経済活動の低下等，

様々な影響が見られた．そしてなお首都直下型地震の発

生確率は，30 年以内に 70％と指摘されている 24)．東日

本大震災の経済的被害（毀損資本ストック）は内閣府に

よると 16～25 兆円程度とされている 25)が，内閣府の中

央防災会議作業部会による首都直下型地震の資本ストッ

クに対する被害想定は 47兆 4千億円，経済活動への影

響も含めると総額 95兆 3千億円に上る 
26)と想定されて

いる．これは我が国の GDP の約 2割に相当し，日本全

体に甚大な経済的影響が及ぶと考えられるとともに，我

が国の政治，経済の中枢が麻痺した場合の全国への影響

は計り知れない．さらに，現在我が国の隣国の一つであ

る北朝鮮は近年度々核実験や弾道ミサイル発射実験を行

っており，イギリスの安全保障シンクタンクである「国

際戦略研究所（IISS)」やアメリカのジョンズ・ホプキン

ス大学高等国際問題研究大学院の北朝鮮管理プロジェク

ト「38North」は，北朝鮮が東京に核攻撃を仕掛けるこ

とは可能であり，ミサイルが東京に着弾した場合，数十

万人の犠牲者が想定されることを公表している 
27) 28)．北

朝鮮からの核攻撃が現実のものとなった場合，こうした

被害想定からも東京の都市機能は大きく失われると考え

られ，我が国全体への影響は甚大なものとなるだろう． 

 上述したように人口等の一極集中には利点が存在する

という議論も存在するものの，一極集中が大きな弊害を

伴うであろうことは否定しがたい．とりわけリスク管理

の観点からは致命的な影響もあり得ることから，過度の

一極集中は望ましくないと考えられる．したがって，我

が国の東京への一極集中の進行の抑止，ひいては一極集

中の是正を図る必要があると言える．本研究は，人口等

の一極集中を引き起こす要因を明らかにすることで，我

が国の東京一極集中の是正に向けて打つべき施策に対す

る示唆を与えることを目的とする． 
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2. 既往研究と本研究の位置づけ 

(1) 人口等の東京一極集中の要因に関する既往研究 

 まず東京一極集中の要因として多く指摘されるのは，

「集積の経済」によるメリットである．集積の経済には，

単一の産業あるいは密接に関連した産業が同一場所に立

地することから得られる利益である「地域特化の経済」

と，企業や労働者，家計が，都市の規模，密度，多様性

から得る利益である「都市化の経済」が存在する 29)が，

東京一極集中についてはとりわけ「都市化の経済」のメ

リットを指摘する議論が多い．近年，産業連関構造が複

雑化し高度化しているため，他業種との連携関係が重視

されつつあることから，「都市化の経済」の重要性は増

大している 9)13)15)30 )． 

 また人口等の東京一極集中の要因として，首都東京を

中心とした中央集権的体制についての指摘が存在する
5)16)．他にも，東京の国際都市化や金融都市化による企

業の管理部門や研究開発部門の立地の増加が挙げられる
30)31)32)33)．加えて都市に対する日本固有のヒエラルキー意

識についての指摘 15)34)や，高等教育や研究開発の集中を

要因とする指摘 16)35)も存在する．このように，人口等の

一極集中に関しては様々な分野において分析がなされ，

多様な要因が指摘されている．このような人口等の東京

一極集中の要因の一つとして，「インフラ投資の東京一

極集中」に関する指摘もいくつか存在する． 

 例えば林 29)は，東京一極集中は市場のメカニズムによ

って生じている部分が多いと指摘しながらも，首都機能

の麻痺を回避するためにインフラ整備事業が集中してい

ることで，更なる集中を引き起こしていることを，住民

の費用や便益と都市規模との関係を用いて指摘している．

また日本経済調査協議会 15)は，基幹的な高速交通体系が

東京を中心に整備されてきたこと，国際航空路線が東京

に集中していること，長距離交通料金や情報通信料金が

高止まりしていることが，東京一極集中の要因の一つで

あることを指摘している．加えて橘木・浦川 16)は，1990

年代以降グローバル経済の進展に呼応して東京の役割が

重視された結果，東京への公共投資が拡大し，地方での

公共事業が縮小されたことが，所得の地域間格差の拡大

に寄与し，東京への一極集中を助長したことを指摘して

いる．他にも，戸沼 36)，栗沼 37)，八田・田渕 9)，大野・

細見 38)等も，インフラ投資の東京一極集中が人口等の東

京一極集中の要因の一つであることを指摘している． 

 以上の既往研究から，インフラ投資の東京一極集中が，

人口等の東京一極集中の大きな要因となっていることは

十分に考えられる．しかしこれらの既往研究においては，

複数の想定される要因の間での定量的な比較検討はなさ

れていない． 

 

(2) 一極集中の諸要因に関する国際的な比較検討 

 本節においては，以上で述べられてきたような一極集

中の諸要因のうち，どの要因が一極集中に大きく影響を

及ぼしているのかについて定量的に国際比較を行った研

究を紹介する． 

 まずAdes and Gleaser
39)は 1994年に，世界 50か国（変数

によって対象国数は一部異なる）を対象にして，1970

年から 1985 年までの国内最大人口都市の人口の平均値，

首都であるか否か（ダミー変数），非都市人口，首位都

市以外の都市人口，国面積，一人当たり実質 GDP，輸

入額に占める関税額，GDP に占める貿易額，独裁政治

体制であるか否か（ダミー変数），GDP に占める政府

の交通通信費，1970 年における道路密度の 10 の独立変

数（必要に応じて対数化）を採用して重回帰分析を行い，

インフラの整備（道路密度と GDP に占める交通通信

費），自由貿易の進展が，人口の一極集中に負の効果を

持つことを指摘している． 

 続いて Moomaw and Shatter
40)は 1996 年，世界 68 か国

（変数によって対象国数は一部異なる）を対象にして，

国内都市人口に占める最大人口都市の人口を PRIMACY

と定義したうえで従属変数とし，独立変数に一人当たり

GDP，全就業者数に占める第一次産業従事者割合，15

歳以上識字率，GDP に占める輸出額の割合，首都であ

るか否か（ダミー変数），国内総人口，単一国家（連邦

制を導入していない国家)であるか否か（ダミー変数），

年代ダミー，地域ダミーを採用して，各指標について

1970 年，1980 年，1990 年のデータを用意したうえで，

パネルデータ分析を行った．その結果，最大都市が首都

であること，識字率の低さと一人当たり GDP の低さ，

GDP に占める輸出額の少なさが，PRIMACY に正の影響

を与えることが示された． 

 Davis and Henderson
41)は 2003年に，世界 74か国（変数

によって対象国数は一部異なる）を対象にして，国内都

市人口に占める最大人口都市の人口を PRIMACYと定義

したうえで従属変数とし，独立変数に一人当たり GDP，

民主化度，地方分権度，道路密度，国土面積，対数化し

た可航水路密度，港湾都市であるか否か（ダミー変数），

首都であるか否か（ダミー変数），地域ダミーを採用し，

各指標（必要に応じて対数化）について 1960 年から

1995年までの 5年ごとのデータを用意したうえで，パネ

ルデータ分析を行った．その結果，民主化度と地方分権

度の進展とともに，道路密度や可航水路密度が大きいこ

とが首位都市人口の緩和に影響することが示された． 

 Moomaw and Alwosabi
42)は 2007年に，アジア大陸とアメ

リカ大陸に存在する 30 か国を対象にして，貿易障壁と

政治体制が人口一極集中度（最大都市人口/国内総人

口）に与える影響を計測することを目的として，人口一

極集中度を従属変数に，独立変数に首都ダミー，国内総

人口，耕地面積，一人当たり GDP，第一次産業以外の
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就業者数，輸出額/GDP，独裁ダミー，人口密度，GDP

の 9つ（必要に応じて対数化）を採用した上で，パネル

データ分析を行った．その結果，貿易障壁が低い（輸出

額/GDP の値が大きい）ほど，人口一極集中度が低下す

ることが示された． 

 最後に曽我 43)は 2010年，世界 90か国（変数によって

対象国数は一部異なる）を対象にして，最大都市への集

中度（国内最大都市人口/都市人口）を従属変数に，独

立変数に対数化した国民一人当たり実質国内総生産，対

数化した国土面積，経済開放度，道路密度，市民の自由

度指標（土地所有の自由や移動の自由等がどの程度確保

されているかについて指標化），地方分権度，首都ダミ

ー，連邦制指標，大統領制指標，比例代表制ダミーの

10 の指標を採用したうえで，パネルデータ分析を行っ

た．その結果，経済開放度と一極集中の関係については

明確な傾向を見出すことが困難であると指摘したうえで，

一人当たり国内総生産が高いことと道路密度が大きいこ

とが人口の一極集中を抑制するとともに，最大都市が首

都であることが，そこへの人口集中の程度を高めること

を示している． 

 

(3) 本研究の位置づけ 

 2.(3)にて紹介した研究は，それぞれ人口の一極集中の

諸要因に関して定量的に国際的な比較検討を行っている．

これらの研究において，一極集中と関係があると主張さ

れている指標は，政治的指標（首都，民主化度，地方分

権度）とマクロ経済的指標（一人当たり GDP）に加え

て，輸送・貿易コストに立脚した指標（交通インフラ，

関税額，貿易額等）の 3点に大別される． 

 ところで，輸送コストと人口集中の関係性については，

とりわけ経済学の分野で多数議論がなされている．代表

的な例として，Thünen
44)や Krugman

45)は，輸送コストが

高いとき，各人は輸送コストを軽減するように行動する

ことを理論的に示しているが，これに基づいて Ades and 

Gleaser
39)や Bairoch

46)は，輸送コストの高さは人口集中を

加速させるであろうと推測している．輸送コストにおけ

るコストとは国内輸送，国外輸送共に該当すると考えら

れており，国内輸送については道路等の交通インフラの

整備水準の低さ，国外輸送については関税の高さや経済

開放度の低さ等が広義の輸送コストに含まれる．しかし

ながら，後者の国外輸送コストに関しては，経済開放度

の低さや関税率の高さをはじめとした貿易障壁の高さが

人口集中に正の影響を与えるとは限らないという指摘が，

曽我 43)や Gustavsson
47)の定量分析によりなされている．

また，本節にて紹介した 5つの研究のうち，インフラ整

備について比較検討を行った 3点の研究の全てにおいて，

インフラ整備，とりわけ道路整備の進展と人口の一極集

中化との間において，負の関係性が存在することを指摘

している． 

 以上の事から，道路整備の進展による国内輸送コスト

の軽減が，人口の一極集中を抑制する要因としてとりわ

け重要であることが示唆される．したがって本研究は

「国内道路インフラ」の整備が人口等の一極集中化に与

える影響に着目する．  

 我が国においては，2.(1)で指摘したように，道路をは

じめとしたインフラ整備の東京への偏りが，東京への人

口等の一極集中に影響しているという指摘も存在する．

但しこうした指摘についても定量的な検証は不十分であ

る．また人口の一極集中の諸要因について国際的な比較

検討を定量的に行った研究にも言及したが，それらの研

究において用いられている道路に関する指標に注目した

場合，それらの指標は各国内の「全域における道路整備

水準」を採用しており，一国内において道路インフラの

整備が偏っていたかどうかについて明らかにしていない．

すなわち，先述した「道路インフラ整備」の一極集中が

人口等の一極集中を招いたといった議論の正当性につい

ては示唆を与えない．したがって本研究は，我が国の東

京一極集中の是正に向けて打つべき施策に対する示唆を

与えることを目的として，道路インフラの一極集中が人

口等の一極集中化に与える影響に関して，まず国内の時

系列データを用いて定量的に分析を行うこととする．ま

た，GDP上位 20か国を対象にして，道路インフラ整備

の一極集中と，人口の一極集中との関係性を横断的に比

較するために，道路一極集中度指標と人口一極集中度指

標を設定した上で，回帰分析を行う． 

 以上の通り，我が国における人口等の東京一極集中の

要因の一つとして，交通インフラ整備，とりわけ道路イ

ンフラ整備の一極集中が挙げられてはいるものの，筆者

の知る限りにおいては，定量的評価は未だなされておら

ず，また国際比較を通した定量的評価も存在しない．し

たがって本研究の目的は，我が国において，また世界各

国において，道路を中心としたインフラの空間的分布の

相違が，人口等の一極集中を引き起こしているか否かに

ついて，定量的に明らかにすることである．これは集中

化抑制策の検討にも繋がり得るものであり，ここで得ら

れた知見が，我が国の東京一極集中の是正に向けて打つ

べき施策に対する示唆を与える一助となることを目指す． 

 

3. 分析手法 

(1)  国内道路インフラ整備データに関する分析の

手法 

a)  国内道路関連指標に関する定義 

 国内道路データについては，国土交通省（旧建設省）

道路局が監修を行っている資料「道路統計年報」を用い，

指標化にあたり筆者がデータの加工を行った．道路統計

年報は昭和 24 年から発刊されているが，本研究におい
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ては，一般国道，都道府県道，市町村道のすべてのデー

タが公表され，また道路事業費と都市計画街路事業費の

公表が開始された 1958 年以降の道路統計年報に記載さ

れたデータを用いる．道路統計年報に記載されている

種々のデータのうち，道路インフラの整備状況を評価で

きる代表的な指標と考えられる，「一般国道，都道府県

道および市町村道の都道府県別現況」（発行年により名

称に多少の変更がある）における「実延長」「道路面積

（1972 年から公表）」「舗装済延長」と，「道路・都

市計画街路事業費計（都道府県別）」の 4種の指標につ

いて分析を行う（詳細は表-2 参照）． なお国内道路イ

ンフラ整備データに関する分析における「東京」の定義

は，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県の一都三県を指

す「東京圏」とする． 

 また我が国における各都道府県の人口は，総務省が発

表している人口推計を用いた． 

 

表- 2 国内道路インフラ整備データに関する分析に

用いる指標一覧 

指標名 開始年 最終年 出典

実延長 1957 2015 一般国道，都道府県道および市町村道の都道府県別現況

道路面積 1972 2014 一般国道，都道府県道および市町村道の都道府県別現況

舗装済延長 1957 2014 一般国道，都道府県道および市町村道の都道府県別現況

道路・都市計画街路事業費計 1956 2013 道路・都市計画街路事業費計（都道府県別）  

 

b)  分析手法 

 まず，各道路指標が全国域，東京圏においてどのよう

な傾向を示してきたのかについて確認するため，各指標

をグラフ化し，考察を行う． 

 次いで上述した 4つの指標の一極集中度（東京圏全体

における各指標の値/全国域における各指標の値）と，

人口の一極集中度（東京圏内人口/国内総人口）の間の

関係性を確認するために，両指標を用いて相関分析を行

う． 

 また，各一極集中度指標は時系列データであるため，

それぞれのトレンド成分同士が見せかけの相関をもたら

すこともあり得る．単位根検定（ディッキー＝フラー検

定）を実施したところ，「舗装延長集中度」を除いては

単位根過程である可能性が示唆された（表-3参照）．し

たがって各指標について 1年毎の差分（階差）を取った

系列によっても，相関の計算を行った． 

 

表-1 原系列における 

拡張ディッキー＝フラー検定結果 

原系列における拡張ディッキー＝フラー検定結果

変数名 ラグ次数 定数項 トレンド項 t値 p値

実延長集中度 0 あり あり -1.71 0.73

舗装済延長集中度 9 あり あり -4.33 0.01 *

道路面積集中度 1 あり あり -1.55 0.79

事業費集中度 2 あり あり -3.36 0.07

人口集中度 3 あり あり -3.47 0.05

（帰無仮説：単位根過程である） ＊：p<0.05  

 

 また，上述の相関分析は道路の一極集中度が同期（同

年度）の人口集中度と相関しているかを分析するもので

あるが，現実には道路投資は時間差を伴って人口集中度

に影響を与えるものと思われる．そのため，道路の集中

度指標と人口集中度の間の関係を VAR モデルにより推

定し，時間差を伴った影響を分析することとした． 

  

(2)  国際道路インフラ整備データに関する分析の

手法 

a)  概要 

 前節 3.(1)にて述べた分析手法では，我が国における

1950 年代から 2010 年代にかけての道路の一極集中度の

変化が人口一極集中度の変化に与える影響を検証するこ

とができる．しかしそれ以前の道路関連データが入手で

きていないため，「日本の道路集中度が 1950 年代まで

の段階ですでに相当程度高く，そのことが原因となって

人口の集中化が進んだ」というのが真実である場合，

1950 年代以降の道路集中度の変化が人口集中度に与え

る影響は大きなものとしては検出されない可能性がある． 

 そこで本研究では，道路の一極集中度と人口の一極集

中度について，国際的な比較（共時的比較）を併せて行

うこととする． 

 国際道路インフラ整備データに関する分析においては，

道路インフラ整備の一極集中度を調べるために，GDP

上位 20 か国の最大都市圏内道路距離延長及びに各国内

道路距離延長を用いる．しかしながら筆者の知る限り，

各国内道路距離延長は公表されているデータが存在する

ものの，都市内道路距離延長についてのデータの公表を

行っている都市はほとんど存在しなかった．そのため，

オープンソースの地図情報から，条件を統一して道路距

離延長を計測することとした．地図情報に関しては，

OpenStreetMap を用いた．また地図情報の整理と道路距

離延長の計測に関しては QGISというオープンソースソ

フトウェアを用いた．こうして計測した都市内道路距離

延長と，CIA が公表している各国内道路距離延長とを用

いて，各国内道路距離延長に占める最大都市圏内道路距

離延長の割合を算出し，「道路一極集中度」指標を作成

する．また，世界銀行が公表を行っている最大都市圏人

口と各国内総人口を用いて，各国内総人口に占める最大

都市圏人口の割合を算出し，「人口一極集中度」指標を

作成する．そして，両指標間における関係性を明らかに

するために，「人口一極集中度」指標を従属変数，「道

路一極集中度」指標を説明変数として，回帰分析を行う． 

 

b)  使用する公表データ 

 各国内道路距離延長については，アメリカの情報機関

である CENTRAL INTELLIGENCE AGENCY（CIA）が公

表している THE WORLD FACTBOOKに，世界 223の国
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と地域にわたり国内道路距離延長が記載されている 48)．

また最大都市圏内人口と国内人口については，世界銀行

が公表している Population in largest city49)と Population, total50)

を用いた．  

 国際的に分析を行う際の都市圏の範囲の定義は基本的

に，世界銀行が公表している「Population in largest city」の

ソースとなっている，国連が公表する「World Urbaniza-

tion Prospects」で用いられている範囲に基づくこととす

る．但し，インドの最大都市であるデリーについては範

囲を特定できなかったために便宜上，NCR（National 

Capital Region）の定義を用いる．またサウジアラビアに

ついては，市町村レベルの行政区画を示すデータファイ

ルを入手できなかったため，最大都市リヤドを含むリヤ

ド州のデータを用いることとする．また，以後各都市圏

を呼称する際，便宜上都市名のみで呼称することとする． 

 また道路距離の計測時に，地図上で行政区画を定義す

る際には，植物や生物等の多様性に関する解析や図式化

を行うための GIS ソフトウェアを作成している「DIVA-

GIS」が無料頒布している行政区画を示す Shapefile を使

用する． 

 地図情報については，アップル社が地図を作成する際

の地図データにも使用された，フリーの地理情報データ

の作成を目的として作られた「OpenStreetMap（以後

OSM と略す）」の地図情報を使用することとした．道

路についてもタグによって分類がなされており，用途に

よって 37 種類に分けられている．本研究においては，

このうち一般的な道路を示すタグである「motorway」

「 trunk 」 「 primary 」 「 secondary 」 「 tertiary 」

「unclassified」「residential」「service」の 8 種と，それら

を結ぶ接続道路である「motorway_link」「trunk_link」

「primary_link」「secondary_link」「tertialy_link」の 5 種を

距離延長の計測の対象とする． 

 

c) 分析手法 

 「国際道路インフラ整備データに関する分析」におい

ては， CIA が公表している各国内道路距離延長に占め

る，地図から計測した最大都市圏内道路距離延長の割合

を「道路一極集中度」指標とし，また各国内総人口に占

める最大都市圏内人口の割合を「人口一極集中度」指標

とした．対象は GDP上位 20か国であり，具体的には，

アメリカ，中国，日本，ドイツ，イギリス，フランス，

インド，イタリア，ブラジル，カナダ，韓国，ロシア，

オーストラリア，スペイン，メキシコ，インドネシア，

トルコ，オランダ，スイス，サウジアラビアである．こ

れら 20 か国を対象にして，「道路一極集中度」指標と

「人口一極集中度」指標の間の関係性を調べるために，

「人口一極集中度」指標を従属変数，「道路一極集中

度」指標を説明変数として回帰分析を行う． 

 

(3) 地図から測定した各国内道路距離延長を用い

た分析の手法 

 「道路一極集中度」指標の信頼性をより高めるために

は，「道路一極集中度」指標の分母にあたる「各国内の

道路距離延長」についても，「都市圏内道路距離延長」

の計測手法と同様の手法を用いて計測を行うことも必要

であると考えられる．したがって，より信頼性の高い

「道路一極集中度」指標の作成を目的として，地図より

計測した「各国内道路距離延長」に占める，地図より計

測した「最大都市圏内道路距離延長」の割合を「道路一

極集中度」指標として，「道路一極集中度」指標と「人

口一極集中度」指標の関係性を明らかにするために，

「人口一極集中度」指標を従属変数に，「道路一極集中

度」指標を説明変数にして回帰分析を行う． 

 対象国については，道路情報の処理に多くの時間が必

要となるため，3.(2)c)にて対象とした GDP 上位 20 か国

のうち，比較的国土面積の小さい 13 か国（日本，ドイ

ツ，イギリス，フランス，イタリア，韓国，オーストラ

リア，スペイン，メキシコ，インドネシア，トルコ，オ

ランダ，スイス）とする． 

 

4. 分析結果 

(1)  国内道路インフラ整備データに関する分析 

a) インフラ一極集中度と人口一極集中度の推移 

 本節においては，「道路実延長」「道路面積」「舗装

済延長」「道路・都市計画街路事業費」の 4項目につい

ての東京圏への一極集中度の推移について，人口の一極

集中度の推移と比較しながら考察を行う． 

 まず，本節の全ての図に掲載している人口の一極集中

度は，年々増加している．1956 年に 17.58%であった人

口の一極集中度は急激に伸び，1970 年には 23.25％に至

る．1970 年を境に人口の一極集中度の増加率は低下す

るものの，その後も減少することなく，2015 年には

28.43％と，1956年と比較して 10.85ポイント増加してい

る． 

 道路実延長の一極集中度と人口の一極集中度の推移を

図-1に示した．人口の一極集中度は一貫して増加してい

るものの，道路実延長の一極集中度は，2006 年に 0.49

ポイントと大きく増加していることを除き，ほぼ横ばい

となっており，1957年から 2015年までの期間に 0.78ポ

イントの増加となっている． 

 次に道路面積の一極集中度と人口の一極集中度の推移

を図-2に示した．人口の一極集中度は一貫して増加して

いる一方で，道路面積の一極集中度は 1972 年から 1975

年まで大きく減少した後，多少の増減を繰り返しながら

年々減少を続けており，1972 年に 11.12%，1975 年に

9.65％であった道路面積の一極集中度は，2014 年には
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7.5%となっている． 

 また舗装済延長の一極集中度と人口の一極集中度の推

移を図-3に示す．1964年からの数年を除けば，1973年ま

で舗装済延長の一極集中度は大きく減少しており，1957

年に 35.26%であった舗装済延長の一極集中度は，1973

年には 13.35%まで減少している．その後は多少の変動

を繰り返しながら，全体としては微減傾向となっており，

2014年は 11.15%となっている． 

 最後に，道路・都市計画街路事業費の一極集中度と人

口の一極集中度の推移を図-4に示す．道路・都市計画街

路事業費の一極集中度は，1964 年度まで増減を繰り返

しながらも増加傾向にあり，1956 年に 12.29%であった

一極集中度は，1964 年度には 20.60%にまで上昇した．

その後 1968年から 1978年まで大きく減少し，1968年に

19.16%であった一極集中度は，1978 年には 12.13%と，

1956 年と同程度の水準に戻った．その後は上昇傾向を

続けつつ，1988 年から大きく増加し，1991 年に 20.20%

まで上昇した後大きく減少し，1999 年には 12.32%まで

減少した．その後は多少の増減を繰り返しながらも再び

増加基調となり，2013 年には 15.19%となっている．

1988 年から 1991 年までの大きな増加と，その後の減少

についてはバブル景気による東京圏の地価の暴騰に起因

する，道路・街路整備費用の暴騰によるものだと考えら

れる． 

 

 

図-1 道路実延長と人口の一極集中度の推移 

 

 

図-2 道路面積と人口の一極集中度の推移 

 

 

 

図-3 舗装済延長と人口の一極集中度の推移 

 

 

図-4 道路・都市計画街路事業費と人口の一極集中度

の推移 

 

b) 道路関連指標の一極集中度と人口の一極集中度の推

移の関係性に関する考察 

道路実延長については，東京圏において 2006 年に大

きな増加があり，それにより 2006 年に道路実延長の一

極集中度も前年比 0.49 ポイントの増加を示しているも

のの，一極集中度については横ばい傾向であり，人口の

一極集中度との関係性を見出すには至らない． 

また，道路面積に関しても，東京圏よりも全国での増

加が大きく，一極集中度は微増，微減を繰り返しながら

も減少基調であり，人口の一極集中度の増加とは反対の

傾向を示している．舗装済延長についても，一極集中度

は 1970 年代前半まで大きな減少を示し，その後も微減

傾向であり，人口の一極集中度の増加傾向とは反対の傾

向を示している．最後に道路・都市計画街路事業費につ

いては増減が激しいながらも，1968 年以降 1980 年ごろ

まで一極集中度は減少傾向にあり，その後微増傾向では

あるものの，グラフから人口の一極集中度との関係性に

言及するには至らない． 
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c) 道路関連指標の一極集中度と人口の一極集中度に関

する相関分析とその考察 

 3.(1)a)で行った指標の定義に基づき，各道路関連指標

（道路実延長，道路面積，舗装済延長，道路・都市計画

街路事業費）の一極集中度と人口の一極集中度の相関分

析を行った．分析結果を表-4で示す．表-4の通り，有意

な負の相関が見られた． 

 ただし，各一極集中度指標は時系列データであるため，

それぞれのトレンド成分同士が見せかけの相関をもたら

すこともあり得る．実際，単位根検定（ディッキー＝フ

ラー検定）を実施したところ，表-3のように「舗装延長

集中度」を除いては単位根過程である可能性が示唆され

た．そこで各指標の差分（階差）を取って再度相関を計

算したのが表-5である．その結果，道路インフラの一極

集中度と人口の一極集中度の間には，有意な相関が見ら

れなかった． 

 

表-4 道路関係指標の一極集中度と人口の一極集中度

における相関分析結果 

道路実延長の
一極集中度

道路面積の
一極集中度

舗装済延長の
一極集中度

道路・都市計画街路
事業費の一極集中度

人口の一極集中度 .090 -.933** -.879** -.274*

**.1%有意 (両側) ，*.5%有意 (両側) 

道路関連指標

 

 

表-5 道路関係指標の一極集中度の差分と 

人口の一極集中度の差分における相関分析結果 

道路実延長の
一極集中度の差分

道路面積の
一極集中度の差分

舗装済延長の
一極集中度の差分

道路・都市計画街路
事業費の一極集中度

の差分

人口の一極集中度
の差分

.066 -.060 -.152 .149

道路関連指標

 

 

d) 時間差を伴った影響の分析 

 以下では，道路インフラの集中度が人口集中度に対し

て，時間差を伴って与える影響の分析を行う．なお，舗

装済延長については舗装の定義が各年度・各地域の統計

において一貫性がない可能性があること，事業費は各年

度のフロー量でありストック量で比較するほうが適切で

あること，また道路延長よりは道路面積のほうが，イン

フラの総量を適切に表すと考えられることから，以下で

は道路面積の集中度と人口集中度の関係について，一階

差分を取った上で比較を行っている．なお念のため，両

変数が共和分の関係にないかを Johansenの手続きに従っ

て検定したが，共和分ベクトルは見出されなかった． 

 VAR モデルのラグの最適次数を求めたところ，表-6

の通り複数の基準で最適とされる 7次を採用した．． 

 

表-6 ラグの最適次数 

ラグの最適次数

基準 最適ラグ

AIC 10

HQ（Hannan-Quinn Criterion） 7

SC（Schwarz Criterion） 1

FPE（Final Prediction Error） 7  

 

 表-7 の，人口集中度を説明する VAR モデルの推定結

果を見ると，1期前と 2期前の面積集中度の係数は両方

とも正でありかつ統計的に有意である．ただし VAR モ

デルは一般に係数そのものの解釈が難しいので，以下グ

レンジャー因果性とインパルス応答関数を確認する． 

 

表-7 従属変数を人口集中度としたときのVAR（7） 

モデル推定結果 

VAR(7)モデル推定結果（従属変数は人口集中度）

項（カッコ内はラグ） 係数 標準誤差 t値 p値

面積(t-1) 0.11 0.05 2.37 0.03 *

人口(t-1） 0.72 0.26 2.71 0.01 *

面積(t-2) 0.14 0.06 2.51 0.02 *

人口(t-2） -0.33 0.26 -1.28 0.22

面積(t-3) 0.02 0.06 0.38 0.71

人口(t-3） 0.14 0.15 0.92 0.37

面積(t-4) 0.05 0.06 0.73 0.47

人口(t-4） 0.03 0.15 0.23 0.82

面積(t-5) 0.06 0.04 1.55 0.14

人口(t-5） 1.20 0.27 4.50 0.00 **

面積(t-6) -0.06 0.03 -1.71 0.10

人口(t-6） -1.47 0.43 -3.39 0.00 **

面積(t-7) -0.01 0.04 -0.20 0.84

人口(t-7） 0.30 0.39 0.77 0.45

定数項 0.00 0.00 2.48 0.02 *

R^2=0.82，調整済みR^2=0.69  

 

 表-8 の VAR(7)モデルにおいて，面積集中度→人口の

グレンジャー因果性検定を行う．これは人口集中度を説

明する上で，単に人口集中度の過去の値のみで説明する

自己回帰モデルに比べ，面積集中度（の 1 期前〜7 期

前）を加えることによって，分散説明率が有意に上昇す

るかどうかを，F 検定によって確認するものである．表

-9をみたところ，道路面積集中度が人口集中度に与える

影響は統計的に有意であることが判明した． 

 

表-8 従属変数を道路面積集中度としたときの 

VAR（7）モデル推定結果 
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VAR(7)モデル推定結果（従属変数は面積集中度）

項（カッコ内はラグ）係数 標準誤差 t値 p値

面積(t-1) -0.55 0.22 -2.54 0.02 *

人口(t-1） 0.40 1.26 0.32 0.75

面積(t-2) -0.06 0.26 -0.24 0.82

人口(t-2） -0.70 1.22 -0.57 0.57

面積(t-3) -0.06 0.29 -0.21 0.83

人口(t-3） 0.13 0.72 0.18 0.86

面積(t-4) 0.01 0.31 0.04 0.97

人口(t-4） -0.37 0.71 -0.52 0.61

面積(t-5) 0.16 0.18 0.89 0.38

人口(t-5） 0.05 1.27 0.04 0.97

面積(t-6) 0.19 0.16 1.22 0.24

人口(t-6） -1.59 2.07 -0.77 0.45

面積(t-7) 0.29 0.20 1.51 0.15

人口(t-7） 1.90 1.86 1.02 0.32

定数項 0.00 0.00 -0.18 0.86

R^2=0.82，調整済みR^2=0.69 R^2=0.44，調整済みR^2=0.05  

 

表-9 グレンジャー因果性の検定 

グレンジャー因果性の検定

F値 自由度 p値

面積→人口 2.44 (7, 40) 0.04 *  

 

 ところでインパルス応答は，当期の説明変数（面積集

中度）の撹乱項に増加ショックが与えられた場合に，1

期後，2 期後...の従属変数（人口集中度）にどのように

伝達するかを計算したものである．なおここでは，面積

も人口も一階差分系列を取っているので，累積インパル

ス応答関数を算出している．なお計算しているのは直交

化インパルス応答関数である． 

 道路面積集中度の上昇は，8 年後ぐらいまでかけて

徐々に人口集中度を押し上げて行く効果を持つことが分

かる．また 2期後から 9期後まで 95%信頼区間の下限が

ゼロを上回っているので，統計的に有意な押上効果を持

つことが分かる． 

 

表-10 累積インパルス応答関数表 

累積インパルス応答関数

下限 上限

1 0.00011 -0.00003 0.00018

2 0.00035 0.00004 0.00047

3 0.00061 0.00013 0.00075

4 0.00069 0.00011 0.00088

5 0.00078 0.00011 0.00099

6 0.00101 0.00014 0.00130

7 0.00119 0.00016 0.00152

8 0.00130 0.00018 0.00161

9 0.00112 0.00006 0.00152

10 0.00104 -0.00003 0.00145

応答
95%信頼区間

 

 

表-11 一回差分系列の累積インパルス応答関数 

 
 

 なお，こうした効果が検出されてはいるのであるが，

すでに述べたように，「日本の道路インフラ集中度が，

もともと高かった」場合，1950 年代以降（道路面積に

ついては 1970 年代以降）の道路インフラ集中度の増加

と人口集中度の増加を比較するだけでは，両者の関係が

過小評価されている可能性もある．そこで，国際比較を

行って，道路インフラ集中度が高い国と低い国の間での

人口集中度の高低を分析することにも意義があると思わ

れる． 

 したがって次節では，GDP 上位 20か国の最大都市圏

の道路延長が各国内の道路総延長に占める割合と，最大

都市圏人口が総人口に占める割合との関係を比較する． 

 

(2)  国際道路インフラ整備データに関する分析 

a)  地図より計測した最大都市圏内道路距離延長を用い

た回帰分析結果とその考察 

 本節では，GDP上位 20か国における最大都市圏内の

道路距離延長を計測し，各国内道路距離延長に占める最

大都市圏内道路距離延長の割合を「道路一極集中度」，

各国内総人口に占める最大都市圏人口を「人口一極集中

度」として，人口一極集中度を従属変数，道路一極集中

度を独立変数として回帰分析を行う．各国の道路一極集

中度については，図 -6のグラフを参照． 
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図-6 国別の道路一極集中度 

 

 「人口一極集中度」指標を従属変数，「道路一極集中

度」指標を独立変数として，GDP上位 20 か国を対象に

回帰分析を行った結果を表-12 に示す．道路一極集中度

に関して，1％水準で有意の正のパラメータが検出され

た． 

 また図-7にて，人口の一極集中度を縦軸に，道路の一

極集中度を横軸に取った散布図を示す． 

 

表-12 各国内道路距離延長に公表値を用いた道路一極

集中度を従属変数とした回帰分析（N=20） 

説明変数 非標準化係数 t値 有意確率

定数 .07 5.50 <.01

道路一極集中度 .84 5.74 <.01

R
2値:0.65

調整済みR
2値:0.63  

  

図-7 各国内道路距離延長に公表値を用いた道路一極

集中度と人口一極集中度 

 

 

 「人口一極集中度」指標を従属変数，「道路一極集中

度」指標を説明変数として回帰分析を行った結果，有意

な正のパラメータが検出された．加えて，図-7の散布図

より，人口，道路ともに東京の一極集中度が突出してい

ることがわかる．とりわけ先進国の道路一極集中度は概

して低い傾向にあり，例えば G7 各国の最大都市圏であ

るニューヨーク，ベルリン，ロンドン，パリ，ローマ，

トロントにおいては，人口の一極集中度は 15％を超え

る都市圏もあるものの，道路の一極集中度は全都市にお

いて 5％を下回っている．一方で，同じく G7 の一員で

ある日本の最大都市圏である東京では，道路の一極集中

度が 25％を超えている． 

 これらの結果は，日本の道路の一極集中度と人口の一

極集中度がいずれも相対的に高いことを示すとともに，

世界的にみてインフラ集中度が人口集中度を上昇させる

傾向があることを示しており．本研究の仮説を支持する

ものである．  

 また本節における分析においては，各国の国内道路距

離延長の集中度を算出するにあたり，分子である最大都

市（圏）の道路延長は地図より計測し，分母である全国

道路延長については政府が公表する道路統計を用いてお

り，データの出典が異なっている（但し全ての国につい

て同じ方法で比較しているため，一定の信頼性は担保さ

れていると考えられる）．次節では分析の補完として，

分母の全国道路延長についても地図からの計測値を用い

た分析結果を示すが，データ作成に多大な時間を要する

ことから，分析対象国数は絞られている． 

 

b) 地図より測定した各国内道路距離延長を用いた回帰

分析結果とその考察 

 表-13 に示すように，各国政府が公表する道路統計と

地図からの計測値の間には，一定程度の乖離が存在する．

そのため本節においては，GDP上位 20か国のうち 13か

国について，各国内における全国道路距離延長（分母）

についても地図からの計測値を用いた上で，「道路一極

集中度」指標を再集計した．そして，再集計した「道路

一極集中度」指標を説明変数に，「人口一極集中度」指

標を従属変数として回帰分析を行った． 

 

表-13 実測値と計測値の乖離（単位：km） 

東京 ロンドン スイス オランダ 韓国

公表値 250,249 14,834 71,464 138,641 104,983
実測値 322,128 18,539 50,536 108,311 101,210

公表値/実測値 77.69% 80.01% 141.41% 128.00% 103.73%  

 

 本項における回帰分析においても「人口一極集中度」

指標を従属変数，「道路一極集中度」指標を説明変数と

して，13 か国を対象に回帰分析を行った結果を表に示

す．道路一極集中度に関して，1％水準で有意な正のパ

ラメータが検出された．また図-8にて，人口の一極集中

度を縦軸に，道路の一極集中度を横軸に取った散布図を

示す． 

 

表-14 各国内道路距離延長に測定値を用いた道路一

極集中度を従属変数とした回帰分析(N=13) 

説明変数 非標準化係数 t値 有意確率

定数 .08 4.31 <.01

道路一極集中度 .69 3.96 <.01

R
2
値:0.59

調整済みR
2値:0.55  

 

 「人口一極集中度」指標を従属変数，「道路一極集中

度」指標を独立変数として回帰分析を行った結果，各国

内道路距離延長に政府公表値を用いた場合と同じく，道
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路一極集中度について有意の正のパラメータが検出され

た．加えて図-8の散布図より，各国内道路距離延長に測

定値を用いた場合においても，東京の道路一極集中度が

突出していることがわかる．  

 

図-8 計測値のみを用いた道路一極集中度と人口一極集

中度 

 
 

(3)  総合考察 

 本章ではまず，我が国における道路インフラの一極集

中と人口の一極集中との関係を明らかにするために，

「実延長」「道路面積」「舗装済延長」「道路・都市計

画街路事業費」の 4つの道路関連指標について，国内全

域における値に占める東京圏の値の割合を，各指標の一

極集中度と定義した上で，人口の一極集中度との関係に

ついて分析を行った．その結果，グラフによる分析にお

いては，人口の一極集中度が増加傾向にある一方で，道

路面積と舗装済延長の一極集中度は減少傾向にあること

が確認できた．また，道路実延長と道路・都市計画街路

事業費の一極集中度については，人口の一極集中度との

関係性は特段見いだせなかった． 

 加えて，上述した 4つの道路関連指標の一極集中度と，

人口の一極集中度との関係性を定量的に明らかにするた

めに，道路関係指標の一極集中度と人口の一極集中度関

して相関分析を行った．差分（階差）系列を用いた分析

では，道路関係指標の一極集中度と人口の一極集中度の

間には有意な相関が見られなかった． 

 この相関分析はあくまで，道路集中度と人口集中度の

同時点での関係を分析するものであるが，これに加えて

VAR モデルを推定することにより，時間差を考慮した

分析を行った．その結果，道路面積の集中度が，数年遅

れで，人口集中度に正の影響を与える効果の存在が示さ

れた． 

 さらに，国際的なデータを用いた横断的分析も行った．

その結果，「道路延長一極集中度」に関して，人口集中

度に影響を与える有意な正のパラメータが検出された．

この分析は共時的なもので，時系列性を考慮に入れられ

てはいないが，世界的にみても道路インフラの集中が人

口集中を加速させる傾向があるという可能性を示唆して

いる．それに加えて本分析からは，東京における人口一

極集中度と道路一極集中度の双方が，他の国々と比較し

て突出して高いことも示された．  

 これらの分析結果は全体として，道路インフラ整備の

集中化（偏り）が人口集中を加速するという本研究の仮

説を，支持するものといえる． 

 

5. 結論 

(1) 東京一極集中問題に対する示唆 

 我が国では 1960 年代以降，バブル崩壊後の一時期を

除き，東京への一極集中が続いており，世界的に類を見

ないほどに一極集中化が進んでいる．人口の一極集中は，

経済効率等の観点から利点を有するとの指摘もあるもの

の，災害等に対するリスクの増大を招き重大な危機を我

が国にもたらす可能性を孕んでおり，長年にわたり是正

の必要性が唱えられてきた．また東京への過度の一極集

中は，地価や物価の高騰による格差の拡大といった弊害

の存在や集積の不経済を伴う可能性が指摘されており，

健全な国土の形成のために是正されるべき問題である．

しかしながら我が国においては，1963 年に「地域間の

均衡ある発展」を掲げた全国総合開発計画を策定して以

来，一極集中の是正や地方分散を志向した国土計画を策

定してきたものの，東京一極集中の進行は未だなお続い

ている．留まる気配のない東京への一極集中を抑制，是

正するためには，一極集中の要因に関する実証的な知見

を基に施策を検討する必要がある． 

 国際比較に基づく既往の定量的研究から，一極集中の

要因の一つとして「インフラ整備水準の低さ」が挙げら

れており，また国内ではインフラ整備の東京圏への集中

が一極集中を招いているとの指摘があるものの，前者は

国内の全般的な整備水準のみを扱っており，また後者は

定量的分析が不十分である．したがって本研究は，我が

国において，また世界各国において，道路を中心とした

インフラの空間的分布の相違が，人口の一極集中を引き

起こしているか否かについて，定量的に明らかにするこ

とを目的とし，検証を行った． 

 その結果，上述のとおり，道路インフラの集中的整備

が，人口集中を招く傾向がある本研究の仮説が，概ね支

持される結果となった．このことは，東京一極集中問題

を解決するためには，地方部へのインフラ投資を加速さ

せ，国土の均衡を回復することが重要であることを示唆

している． 

 道路投資の費用対効果だけを考えれば，東京圏におい

ては人口集中の結果として混雑等が発生しているのであ

るから，東京圏への投資が効果的であるとの見解が導か

れやすいと考えられる．しかし国土全体の均衡の回復と

それによる様々なリスクの回避という観点からは，地方
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部への投資を手厚くしたほうがよいという可能性がある

のである．その点で，本研究がもたらす国土計画の実務

上の示唆は大きいと言えるのではないだろうか． 

 

(2) 今後の課題 

 我が国における道路の一極集中は，今回入手できた一

番古い国内道路データの 1957 年よりも前から始まって

いた可能性もある．元々我が国において道路の一極集中

が進んでいたならば，我が国おける道路実延長や道路面

積，道路舗装済延長の一極集中が，筆者が入手できたデ

ータの期間において横ばい，もしくは微減傾向にあるこ

とも不自然ではない．そして我が国においては元々東京

に道路が過度に集中していたために，東京の人口が増え

続けているのだという可能性も考えられる．これらの検

証のためには，今回用いた統計情報とは別に何らかの資

料から，より古い時代のインフラ整備状況を明らかにし，

人口分布への影響を検証することに意義があると言える．  

 国際比較に関して，今回はデータ作成に要する時間の

関係から，20 カ国の比較に留まったが，今後分析範囲

を広げる必要がある．また，人口の一極集中については，

最大都市が首都であるか否かや，民主主義国家であるか

否かといった，インフラの一極集中以外の諸要因も考慮

に入れて分析を行うことも必要であると考えられる． 
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